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技術予測調査研究チーム
当研 究所 と ドイツフラウ ンホーフ ァー協会 システム ・技術革新研究所(FhG/ISDは共 同プ ロジェ
ク トと してH独 技術予 測調査(ミニ ・デル ファイ調査)を平成6年 よ り実施 した。この調査結果 に基づ
いて、両国の科学技術の長期的な展 望の一致点及 び相違点、並 びに科学技術を巡 る経済 、文化等 の社会
的要 因等につ いての発表 ・討議 を行 うため、1995年6月13日(火)～14B(水)に、日本科学技術情報 セ ン
ター国際会議場 において国際 コンフ ァレンス「技術予測の国際展 開(InternationalDevelopmentof
TechnologyForecasting)」を開催 した。この コンファレンスにおいては、日独以外の 国々の技術予測
活動 の報告 も行 われ、各 国の参加者 の間で技術予測の今 後の国際協力 の在 り方響の討議 ・意見交換が
行 われ た。
日独技術予測調査結果 につ いて国際 コンファレンスにおける討議 も踏 まえた報告書が 出来上が っ















材 料 ・プ ロセス
① 太陽電池(18課題)、②超電導(12課題)
2.情 報 ・エ レク トロニ クス




① ごみ処理技術 と リサ イクル(17課題)、②地球規模 の気象変動(15課題)
(2)調査手 法
調査手 法はデル ファイ法(ア ンケー ト調査 を2回 実施。2回 目につ いては1回 目の集計結果
を回答者 に提示 し、 これ に よって 回答者は全体 の意見の傾 向を見なが ら課題 を再評価 出来 、意
見が収 れんされ る。)で あ る。 ア ンケ ー ト回答者 は、両国 ともに産 学官の専 門家 であ り、合計
で 日本405人 、 ドイツ459人 で ある。
(3)調査項 目
調査項 目と しては、実現 時期 の他 に、科 学技術、経済、環境、途上 国、及 び社会 の5つ の軸
のそれぞれにつ いて重要度 の評価を依頼 した。
また、 「課題 実現 に関す る必要条件」 と して、科学技術上の問題解 決、将来 の市場 における
需要の増 大及 び将来 の市場 における価格 競争力 の向上の3つ について、課題 実現 にあた っての
必要性の度合を聞いてい る。(ド イツの質問票で は、 これ ら3つ の見通 しの程度 を聞いている。)
調査 で取 り上げた技術 を巡 る現状(「 課題 実現 に関す る要因の評価 」)に つ いて、産業界 の
取 り組 み、公 的な規制、公共 の助成、 国際共同開発 の実施、社会一般 の理解 、研究 開発資金 ・
設備等 の整備 、人材 の確保及 び育成、ベ ンチ ャーキ ャピタル等の技術革新環境 の整備、現在 の
研 究開発 水準の9つ の項 目につ いての現状評価 を聞いた。
さらに、回答者 の コメ ン トのフ ィー ドバ ックを行 った。即 ち、第1回 ア ンケー ト調査 でそれ
ぞれの技 術課題 につ いて寄せ られ た代表的な意見 を第2回 調査票に記載 した。 この記載 され た
意 見に対 する コメ ン トも更 に第2回 調査 で寄せ られ た。
2調 査結果
ここで はスペースの関係上 、重要度 に関す る全分野の傾 向 とライフサイエ ンス分 野の「がん 」と環
境 分野の 「ごみ処理技術 と リサイクル」の実現時期 について紹介す る。
(1)重要度 評価の全体傾 向
(科学技術 の発展のため)
全課題 において、科学技術の広い分野 の発展 に寄与す ると評価 され た値(指数:最 大100、最小
0)の平均 は、日本 が81、ドイ ツが87とドイツの方が若干高い ものの、H独と も今 回の重要度 の設
問項 目の中で「科学技術の発展 のため」が最 も重要 と考えて いる。
サブエ リア毎 に見てい くと、「脳機能」をB独 ともに最 も高 く評価 して いる。「人工 知能」、「がん」
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及 び「気 象変動 」について 日独 とも平均値 よ り高 く評価 し、逆に、「太 陽電 池」及び「ごみ処理 」に対
す る評価 は 日独 ともに平均 よ りか な り低い。(図1)
日独 と もに90以上の高い評価 を行 った課題は、43課題 であ る。この うちの約半分 にあた る20課
題 の課題 内容は「解 明」に関す る もの、例 えば「脳 の並列情報処理の統合機構 の解 明」とい った脳機
能の未解 明部分の研 究、あ るいは、「大気 圏、海 洋、生物圏の二酸化炭素循環に人間が与え る影響の
定 量的解 明」とい う自然環境 の根幹 に関す る課題等であ り、基礎 研究 の推進が科学技術 の発展 に


























経済重要度指数の全課題 での平均 は、日本63、ドイツ71とドイ ツの方 が高 くな ってい る。
サブエ リア毎に見てい くと、経済発 展へ の寄与が最 も高 く期待 され ているの は、両 国 ともに「人
工 知能 」である。その他 は、「ナノテ ク」、「太陽電池」、「超電導 」が比較的高 く、「脳機 能」は両 国 とも
低 い評価 とな ってい る。また、「がん」及び「気象変動」につ いては、両国の評価の差 が大き くな った
(図2)。
「人工知能」の中で、経済 的重要性が特 に高い とされている課題 と して は、「212:データベ ースの
指定な しに世界 中か らデ ータや知識を数分以 内に検索す るシステムの普及」や「213:在宅 のまま
必要な 図書 や文献資料 にアクセスできる電子 図書館の普 及」とい うような情報利用環境 の高度
化 の課題 、あ るいは「203:人工知能の大規模 ソフ トウエア開発等への実用化」や「205:仕様か ら実
用 的な プ ログラムを合成す る自動 プ ログラム合成方法の実用化 」のよ うな ソフ トウ ェア関連 の課
題が挙 げ られ る。今 後 も、ますます情報 関連技術の発展に よる高度情報化が両国の経 済の発展 に
























全課題 の実現予測 時期 の平均 は、日本2009.4年、ドイツ2007.3年と ドイツの方 がやや早 くな っ












































}ロ … 】日実現 率
















80パー セ ン トの課題が実現す るとい う点で一致 してお り、この間の課題 ごとの実現 の早 さは、ド
イ ツが 日本 よ り早 いか同時期 とい う関係 にな ってい る。
個 々の技術課題の実現の推移 を見 ると、両 国 ともにまず、「309:がんの3次 元 イメー ジング診断
技術の実用化」(H本2004年、ドイ ツ2000年)、「314:がん治療 データベ ースの普及」(B本2004年、ド
イ ツ2003年)とい ったモニ タ リングのツール即 ち、どのよ うな検査でチ ェ ックす るのか、データバ
ンクはど ういった ものにす るのか、とい うものに関す る研究が最 初に進 み、続いて「308:ゲノム研
究のがん予 防、がん治療への応用」(日本2007年、ドイツ2004年)、「311:特定 がん の遺伝子治療法 の
開発」(日本2009年、ドイツ2007年)といった遺伝子 的な研究 や、「301:細胞がん化にお けるシグナ
ル伝達な どの メカニズムの分子 レベルでの解 明」(日本2007年、ドイツ2007年)、「332:【追加課題】
がんのDNA診 断の普及」(日本2005年、ドイツ2005年)とい った、分子学 的がん化 プ ロセスの研究
が平行 して進む と考え られている。
(3)ごみ処理技術 と リサイ クルの将来展望
全課題の実現時期の平均は、Eil本2008.4年、ドイツ2007.3年で ドイ ツの方 が約1年 早 くな って
い る。 日独の課題実現率 の推移 は図4に 示 す とお りであ り、ともに2002年頃か ら2017年までの約

















































一→ コー 日実 現 率











この分野の技術 の展開 と しては、日独 ともに、2006年頃までに「404:有価物 に関す る環境保全 や
リサイ クルのための工業基 準の導入」、「4031都市 ごみか ら有価物 を分別 ・分離 しリサイ クル可能
とす る経 済的方法の実用化 」、「405:プラスチ ックが混合物 として も多様 に リサイ クルで きるよ う
に構成 され ることの一般化 」の様な リサイクル 関連技術が実現す ると考 え られて いる。続 いて 、
「414:全ての廃棄物 の発生か ら最終処分 までを管理す る地域情報管理 システ ムの普及」の様 な シ
ステム化が進み、両 国とも2011年には「406:資源 の循環経済が確立 して、ほとん どの材料が リサ イ
クル され る」よ うにな ると考 え られている。
L国 際会 議 報告/lnternationa1Conference
「独 創性 、 イ ノベ ー シ ョンお よび雇 用 創 出に 関 す る カ ンフ ァ レ ンス」 に 出席 して
第1研 究グル ープ 永 田 晃 也
OECD・ 科学技術産業局 とノル ウ ェー政府の共催 によ り、1月11日か ら12日にかけてオ ス ロに
おいて開催 された 「独創性、 イ ノベ ーシ ョンおよび雇用創 出に関す るカ ンファ レンス」に出席 した。
本会合は、G-7の 要請 を受 けOECDに 設置された 「技術 ・生産性 と雇用創 出の関連 に関す る委
員会 」の活動 の一環 と して、雇用創 出にお ける技術政策 ない しイ ノベ ーシ ョン政策 の役割を検討 し、
この課題領域 にお けるベス ト・プラクテ ィスを明 らか にす ることを 目的 と して開かれ た ものである。
全体 セ ッシ ョンでは、講演 とデ ィスカ ッシ ョンを通 じて、知識ベ ースのマネ ジメ ン トか らマ クロ
経済政策に至 る広範 な視 点か ら、技術ない しイ ノベ ーションと雇用 とのメイ ン ・リンケ ージ等 の検
討が行 われた。また分科会 として、 「ナシ ョナル ・イノベ ー ション ・システムの役割 」、 「イ ノベ
ーシ ョン及 び雇用創 出におけ る教育 ・訓練 システムのイ ンパ ク ト」、 「技術 の文化形成 的な い し社
会的イ ンパ ク ト」、 「製 品イ ノベーシ ョンと新 しい経済活動」 とい う4っ のテ ーマが設定 され 、イ
ノベ ーシ ョン ・プ ロセスの複合 的な性格等が検証 され た。最後の全体 セ ッションではこれ らの議事
内容 が、雇用 政策 の転換 に結 び付 く新 しいイ ノベ ーションの コ ンセプ ト、学習 やスキルへ の投資 を
促進 す る上 での政府 の役割、 国際化 の下での各国に固有 の問題点の重要性 とい う3つ の論点 に整理
され、活発 な討論 が行 われた。 なお議事 内容は、本年5月 に開催 されるOECDの 大 臣級会合 、お
よび4月 に開催されるG-7の 雇用 カ ンファレンスに レポー トと して提 出 され る予定 である。
本会合 には150名を上 回る参加者が あ り、その盛会ぶ りか らも、OECDメ ンバ ー国全体で の失
業者数 が3,300万人 に も達す る という状況下 における政策課題 と しての雇用創 出の重要性 と、新 た
なイ ノベ ーシ ョンに対す る切実 な期待が感 じられた。
また科学技術政策 の課題を、雇用政策、高等教育政策、財政 ・金 融政策等 の他 の政策領域 におけ
る課題 と不可 分の関連 において捉え ようとする議事 の視角に は、参考 にすべ き点が あると思われ た。
しか し、実証 的なデ ータに基づ く議論 は少 な く、 これ まで提示 されてきた コンセ プ トの展開 に止 ま





fi.用 語 解 説/TechnicalTerm
サ イ エ ン ス&テ ク ノ ロ ジ ー ・パ ー ク
第2研究グループ 富澤宏之
サイエ ンス&テ クノ ロジー ・パー ク(以 下、S&Tパー クと略記)と は、簡単に云えば、技 術革新 を
指 向 して設立 され る産業 開発拠点を指す。 この名称 は、いわゆ るサイエ ンス ・パ ークや リサーチ ・
パ ークなどと呼ばれ る産業 開発拠点の実態につ いて、科学技 術政策研究所が調査 ・研究を行 う過程
において、 それ らの総称 として採用 した もので ある。S&Tパー クの概念 と定義 について よ り明確 に
す るために、以下 では、 その発達過程 について解 説す る。
S&Tパー クの起源 の一つ は 「イ ンダス トリアル ・パー ク」 に求めることがで きる。 これ は、1950
年代 のアメ リカにおいて考案 された もので、その 目的 は、生 産のための良質なイ ンフラを提供す る
ことで製造業 の高生産性を確保 し、効率 的な生産地帯の形成 を通 した経済 開発を行 うことで あった。
1960年代 に入 り、企業 にお ける新製 品や技術 開発の能力が重要になるにつれて、イ ンダス トリア
ル ・パ ークに も技術革新への指向が生 じ、大学や公的な研究機 関との連携を実現 しようとす る動 き
が現れ た。すなわ ち、1960年代のアメ リカにお いて、 シ リコンバ レーに代表 され る 「リサ ーチ ・パ
ークjが 、 また、!970年代のイギ リスにおいて、ケ ンブ リッジ等の 「サ イエ ンス ・パ ー ク」が整備
されて くる。単な る生産拠点であ ったイ ンダス トリアル ・パ ークか ら技術革新を明確 に意識 した産
業開発拠点で あるS&Tパー クへ の進化 と云 うことができる。
1980年代 に入 ると、 「イ ンキ ュベータ」が導入 され ることによ り、 リサーチ ・パ ークとサ イエ ン
ス ・パ ークは第二世代へ と進 化 してい く。イ ンキ ュベータ とは、新規企 業の育成支援を行 う機関や
施設で あ り、 その基本 コ ンセプ トは1970年代後半 に考案 され た もので ある。イ ンキ ュベー タは全て
が技術指 向とい うわ けで はな く、雇用創 出を主 目的 とす るものなど多様であ るが、S&Tパー クにお
いて はハイテ ク技術等の技術 革新を起 こす ことを 目的 と した 「テクノロジ 一ー・イ ンキ ュベー タ」(
TCI)が重要 であ る。
一方、や は り1980年代 に、イ ンキ ュベータが技術革新 を誘起す ることを明確 な 目標 とす る 「イ ノ
ベー シ ョン ・セ ンター」が ドイツで設立 され る。 これは、それ までのS&Tパー クで は欠かせ なか った
大 きな土地 を持たず、イ ンキ ュベー シ ョン機能のみをその構成要件 と している。 リサーチ ・パ ー ク
やサイエ ンス ・パ ー クとは形 態が異 なるが、入居 している起業家の研究 ・技術 開発 を支援す るため
に、近隣の大学や研究機 関 との密接 な連携を図 っているのが特徴であ る。イノベー シ ョン ・セ ンタ
ーはその名の とお り、技術革新 を明確 に指 向 した産業 開発拠点であ り、S&Tパー クに含 め ることが
でき よう。
ところで、 日本 のS&Tパー クについて も、工業 団地 と呼ばれ るイ ンダス トリアル ・パ ー クが進化 し、
「テ クノポ リス」や 「リサーチ ・コア」あるいは 「ハ イチク工業団地」、 「ソフ ト・パ ー ク」な ど
が生 まれた点では類似 してい る。 しか し、その出現過程 は、欧米の ような大学 や研究機 関を 中心 と
した科 学技 術 シーズ指向の進化 と異 な り、産業を とりま く情勢や企 業の製 品開発戦 略に大 き く影響
された ものであ る点が特徴 とな って いる。
参考:科 学 技術 政策 研 究 所 「サ イエ ンス&テ クノ ロ ジー ・パ ー クの 開発 動 向 に 関す る調 査 研 究 」
(NISTEPREPORTNo.38),1995年2月.
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皿.最 近 の 動 き/CurrentTopics
O主 要 来 言方者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
l/15～1/20高 志 前 、 楊 起全(中 国 科 学技 術 促 進 発 展 研 究 中心)
1/18～2/2JeenAlainHERAUD(仏国 ルイ・ハ。スツー ル大 学付 属ベ ター研 究 所 長)
○ 人事往来
・1月9日付 けで、市橋 正生第!調 査研究 グループ総括 上席研究官が辞職(1/10宇宙 開発事i業団)
しま した。
○ 海 外 出 張
.1/10～1/15
●1/23～2/2
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